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海外プログラム実施業務　経費見積書


平成30年　　月　　日


所在地
商号又は名称   　
　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　　　　　　　　　　　


	見　　積　　額
	円
	H30～H34の合計金額を記載



（積算内訳）

１　平成30年度（業務の対象となる学生：平成30年度入学者）
	項　　　目
	平成30年度
の積算金額 (円)
	業務内容・積算根拠
	作成する成果品

	１ 人件費
	
	
	

	２ 印刷製本費
	
	
	

	３ 消耗品費
	
	
	

	４ 通信運搬費
	
	
	

	５ リース・レンタル料
	
	
	

	６ その他
	
	
	

	７ 一般管理費
	
	
	

	８ 小計(1～７の小計)
	
	
	

	９ 消費税相当額
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	


 注) 1　消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、経費見積額の上限は、21,600,000円（消費税及び地方消費税を含む。）としてください。
2　各年度の委託金の支払上限額は次のとおり。平成30年度2,700,000円、平成31年度5,400,000円、平成32年度5,400,000円、平成33年度5,400,000円、平成34年度2,700,000円（いずれも消費税及び地方消費税を含む。）
3　消費税及び地方消費税の額は、小計の８％（端数切り捨て）としてください。


２　平成31年度（業務の対象となる学生：平成30年度入学者および平成31年度入学者）
	項　　　目
	平成31年度
の積算金額 (円)
	業務内容・積算根拠
	作成する成果品

	１ 人件費
	
	
	

	２ 印刷製本費
	
	
	

	３ 消耗品費
	
	
	

	４ 通信運搬費
	
	
	

	５ リース・レンタル料
	
	
	

	６ その他
	
	
	

	７ 一般管理費
	
	
	

	８ 小計(1～７の小計)
	
	
	

	９ 消費税相当額
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	



３　平成32年度（業務の対象となる学生：平成31年度入学者および平成32年度入学者）
	項　　　目
	平成32年度
の積算金額 (円)
	業務内容・積算根拠
	作成する成果品

	１ 人件費
	
	
	

	２ 印刷製本費
	
	
	

	３ 消耗品費
	
	
	

	４ 通信運搬費
	
	
	

	５ リース・レンタル料
	
	
	

	６ その他
	
	
	

	７ 一般管理費
	
	
	

	８ 小計(1～７の小計)
	
	
	

	９ 消費税相当額
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	




４　平成33年度（業務の対象となる学生：平成32年度入学者および平成33年度入学者）
	項　　　目
	平成33年度
の積算金額 (円)
	業務内容・積算根拠
	作成する成果品

	１ 人件費
	
	
	

	２ 印刷製本費
	
	
	

	３ 消耗品費
	
	
	

	４ 通信運搬費
	
	
	

	５ リース・レンタル料
	
	
	

	６ その他
	
	
	

	７ 一般管理費
	
	
	

	８ 小計(1～７の小計)
	
	
	

	９ 消費税相当額
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	



５　平成34年度（業務の対象となる学生：平成33年度入学者）※平成34年度入学者は対象外
	項　　　目
	平成34年度
の積算金額 (円)
	業務内容・積算根拠
	作成する成果品

	１ 人件費
	
	
	

	２ 印刷製本費
	
	
	

	３ 消耗品費
	
	
	

	４ 通信運搬費
	
	
	

	５ リース・レンタル料
	
	
	

	６ その他
	
	
	

	７ 一般管理費
	
	
	

	８ 小計(1～７の小計)
	
	
	

	９ 消費税相当額
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	



